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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[175,392円]

類似団体内順位

14/17
全国市町村平均

114,142
高知県市町村平均

123,698

(円)

240,000

210,000

180,000

150,000

120,000

90,000

60,000

207,831

88,541

116,233120,104120,250

135,820

H20H19H18H17H16

175,392
179,734176,809

203,933

給与水準   （国との比較）

ラスパイレス指数 [93.1]

類似団体内順位

7/17
全国市平均

98.4
全国町村平均

94.6
102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

84.0

81.0

98.2

85.8

93.993.193.0

94.7

H20H19H18H17H16

93.1
92.592.7

93.4

定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [13.37人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [17.5%]
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将来負担の状況
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。
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四万十町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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【財政力指数】
　元来、脆弱な財政基盤で地方交付税依存体質である本町は、類似団体を大きく下回っており、今後も人口減少や
高齢化などにより税収増は期待できず、地方交付税の影響を大きく受けやすく、同水準での推移見込みである。
　今後も継続した歳出の更なる削減と税収等の徴収率向上対策を中心とする歳入確保に努め、財政基盤の健全化
を目指す。

【経常収支比率】
　歳出においては、定員適正化計画に基づく職員数及び通常償還の減少による公債費などで0.6％の減、一方歳入
においては、3年ぶり増加の普通交付税により1.9％増となり、経常収支比率は2.3％減少の90.0％となった。
　経常収支比率は類似団体の平均値となっているが、経常一般財源の大半を占める普通交付税の影響が大きく、
今後も社会保障関係費の自然増などが見込まれるため、引き続き定員適正化計画や行財政改革の取り組みを通
じ経常経費の削減に努め、現在の水準を維持していく。

【ラスパイレス指数】
　給与水準においては、類似団体平均を下回っており適正域を維持しているものと思われるが、広大な面積を有し
集落が点在していることなどから、学校や保育所施設が多いことに加え、本庁及び総合支所でそれぞれ担当職員
を配置していることなどから、職員数は類似団体を大きく上回っており、今後も、組織機構の見直し等による定員管
理の適正化を図る必要がある。

【実質公債費比率】
　平成18年度のごみ処理施設の元金償還開始などによる影響で平成20年度に実質公債費比率のピーク（17.5％）
を迎え、類似団体平均を上回っている。
　依然として高水準である公債費は、新規借入抑制や公的資金補償金免除繰上償還（平成20年度から平成21年
度）の実施により減少していく予定であるが、総合振興計画に基づく大型事業などが控えているため、実質公債費
比率の減少幅は小さくなるものと思われる。
　また、平成20年度末の地方債残高は200億8千万円余りを有しており、交付税算入分は72.5％を占めるため現在
では健全域ではあるが、引き続き、事業の徹底した厳選と新規発行の抑制による公債費の減少に努め、財政硬直
化の解消を目指す。

【将来負担比率】
　将来負担比率については、公債費充当可能な特定財源収入見込が減少したことなどから2.3％増の80.1％となっ
たが、地方債残高200億8千万円余りに対する交付税算入割合が高いため類似団体平均は下回っている。
　今後も、職員数減による退職手当負担見込額や地方債残高の減少傾向により健全水準を維持できるものと思わ
れるが、普通交付税の影響が大きい標準財政規模が減少すれば比率の上昇も懸念される。また、大きな負担額の
地方債残高を含む義務的経費の減少を中心とする行財政改革を進め、将来を見据えた健全化に努める。

【人口1,000人当たりの職員数】
　合併後の定員適正化計画により職員数削減は17人の減少（平成18年4月1日～平成21年4月1日）となったが、県
下一の面積を有する本町では、集落の点在等から人口規模に対して公共施設も多く、そのため職員数も類似団体
平均を大きく上回っている。
　今後も、定員適正化計画に基づく職員数と施設維持管理体系の見直し、小中学校及び保育所施設の適正規模に
よる統廃合計画を進め職員数の削減を図る予定である。

【人口１人当たりの人件費・物件費等の決算額】
　合併後の本町は、広大な面積を有し重点的な施設整備が困難なことなどにより公共施設も点在していることか
ら、職員数や物件費の人口１人当たりの決算額においては類似団体平均を大きく上回っている状況である。今後
も、学校施設の統廃合など施設の適正及び効率的な配置も含め改善を図る予定である。
　人件費全体の決算においては職員数減等による職員給の減少もあったが、勧奨退職者増による退職手当特別
負担金の増加により、全体で1.1％の減少幅となった。物件費の決算においても合併後の臨時的経費（統合型ＧＩＳ
導入など）の減少などにより9.5％の減となっているが、今後も行財政改革による施設管理や事務経費等の削減を
図っていく必要がある。


